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子会社における事業の譲受けに関するお知らせ 

 

 

 

当社は、平成27年12月16日開催の取締役会において、平成28年2月1日をもって当社子会社であるアイフ

ィス・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「ＩＩＭ」という。）がダイレクト出版株式会社（以下

「ダイレクト出版」という。）より、個人投資家向けの投資助言事業を譲受けることについて決議し、ＩＩＭと

ダイレクト出版との間で、事業譲渡契約を締結いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．事業譲受けの理由 

当社は、金融情報サービスベンダーとして、資本市場におけるプレーヤーである機関投資家・証券会社・上場

企業向けにアナリストの調査レポート閲覧サービスやアナリストの業績予想や投資判断から生成したコンセン

サス情報を中心とした投資情報サービスを提供してまいりました。 

また個人投資家向けには、オンライン証券会社向けのコンテンツ提供や自社メディアである「株予報」を通じ

て、独自のデータとシステムを組み合わせた情報サービスを幅広い利用者に提供しております。 

ＩＩＭでは、企業向けの資産運用コンサルティング業務を提供してまいりましたが、今回の事業譲受けにより、

新たに個人投資家向けのサービスに進出することになります。 

当社が展開する金融情報サービスとの相乗効果により、新たな事業展開を進めるとともに更なる業容拡大を図

りたく考えております。 

 

２．事業譲受けの概要 

（１）譲受け部門の内容 

ダイレクト出版が運営する投資助言に関する事業 



（２）譲受け部門の経営成績 

 平成27 年６月期 

売上高 96百万円 

  ※事業譲受け部門の売上総利益、営業利益、経常利益については算出しておりません。  

 

（３）譲受け部門の資産、負債の項目及び金額 

守秘義務契約に基づき、譲受け部門の資産、負債の項目及び金額に関しては非開示といたします。 

 

（４）譲受け価額及び決済方法 

守秘義務契約に基づき、譲受価格および決済方法に関しては非開示といたします。 

 

３．相手先の概要 

（１）名称 ダイレクト出版株式会社 

（２）所在地 大阪府大阪市中央区安土町二丁目３番13号 
（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 小川 忠洋 

（４）事業内容 書籍・CD・DVD・ソフトウェアの販売、セミナー運営 

（５）資本金 1,000万円 

（６）設立年月日 平成14年5月 

（７）上場会社と 

   当該会社の関係 

資本関係 該当事項はありません。 
人的関係 該当事項はありません。 
取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．譲受会社の概要 

（１）名称 アイフィス・インベストメント・マネジメント株式会社 

（２）所在地 東京都千代田区西神田三丁目1番6号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 野口 祥吾 

（４）事業内容 株式の運用に関する情報提供、投資助言等の資産運用に関するコンサ

ルティング業務 

（５）資本金 5,000万円 

（６）設立年月日 平成18年２月 

（７）純資産 78 百万円 （平成26 年12月31日現在） 

（８）総資産 79 百万円 （平成26 年12月31日現在） 

（９）大株主及び持株比率 株式会社アイフィスジャパン 100.00 ％ 

（10）上場会社と 

   当該会社の関係 

資本関係 当社の100％出資子会社であります。 

人的関係 

当社の取締役２名が取締役を兼務、並び

に当社の監査役１名が監査役を兼務し

ております。 

取引関係 
当社は当該子会社へ投資情報サービス

の提供を行っております。 

関連当事者への該当状況 当社の関連当事者（子会社）であります。 

 

５．日程 

取締役会決議日 平成27年12月16日 

契約締結日 平成27年12月16日 

事業譲渡日 平成28年２月１日（予定） 

※ なお、当事業譲渡につきましては、会社法第 467 条１項２項に定める「事業の重要な一部の譲渡」

に該当しないため、株主総会での承認を必要としません。 

 

６．会計処理の概要 

今回の事業譲受けは取得に該当し、正ののれんが発生する見込みとなっております。現時点でのれんの金額は

確定しておりません。 

 

７．今後の見通し 

平成27年12月期及び平成28年12月期業績への影響は現在のところ軽微である見通しとなっておりますが、

開示すべき事項が生じましたら速やかに開示いたします。 

 

以 上 


